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1981年度 6，635 4，565 一
1982年度 （不　　明） （不　　明） （不　　明）
1983年度 4，900 4，500 2，700
1984年度 4，000 3，150 3，000





















験 2 みる科学的資料の分析 3時間
2
・筆記，論理展開力試験
二 1 ・体育，スポーツ試験 一
4
次 2 ・朗読歌唱試験 15分 3
試 ・デッサン・造形
3 選択｛ 3時間 3
験 ・手工，技術能力
三 準備
次 ● 審査委員会との面接 45分
10
試 （一般的なテーマを題材とした文書，資料を基にして） 面接
験 30分
任意 あらかじめ申請することによって受験する
1時間 1
試験 ● 外国語の訳出（辞書無）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（B．O　no　25，24－6－1982）
　合否判定を行う試験審査委員会は，大学区総長によって任命されるが，その構成委員は
大学区視学官を委員長とし，師範学校長，師範学校教授，国民教育県視学官の中から若干
名，および公立の初等・中等・高等教育機関の教員の中から若干名が加わる。筆記試験，
口述（面接）試験の考査には，2名以上の委員が立ち会う。試験の採点は20点満点で行わ
れ，5点以下は不合格となる。この点数に得点係数を乗じて判定される。一次試験で満点
の半分以上をとり二次試験へ，一次二次試験合格して満点の半分以上で三次の面接試験を
受けられる。審査委員会は成績順に名簿を作成し，大学区総長がこれをもとにして，合格
者を「教生」（61eve　instituteur）に任命する10）。
　なお，DEUG所持者からの特別入学試験の内容については，これとは若干異なるが，同
じく一次，二次，三次試験が行われ，成績順に合格者が決められ，大学区総長によって「試
補教諭」（instituteur　stagiaire）に任命される11）。
（2）教育実地研究としての実習の強化
　1978年6月25日付省令（ブーラック改革）は，教員養成の内容を大きく変化させた。こ
れにより教諭の養成は，専門性の維持・強化とともに三年課程に引き上げられ，単位制
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（unit6　de　formation）をとることにより師範学校と大学との連携が図られた。初等教員養
成は，大学程度への水準上昇となったのである。
　師範学校内での教職に関する専門教育（20単位）の他に，国立大学と協同して開講され
る一般教育（10単位）を，三年間で修得することによって，卒業時に「大学一般教育修了
証」（DEUG）を授与される12）。
　第一年次は，基礎養成として学校の観察を行い，教職への関心を高め，基礎知識の強化・
補充，および初歩的な教授力を身につける年であり，第二，三年次は，深化養成として一
般教育，専門教育の履修と，教育実習を通して教授力をつける年とされている。
　特に教育実習（stage）については，極めて高い比重が置かれている。まず入学後の第
一年次の第1学期は，教諭としての職務上関わりをもつ幼稚園，小学校，特殊教育機関，
コレージュの最初の学年などに対して観察実習を行う（3ヵ月）。そして第一年次第2学
期より第三年次の第2学期までは，各学期ごとに平均して2週間の教育実習が行われ（計
7学期，計14週間）このうち第一年次の第3学期と第二・三年次のうちの各1学期におけ
る実習は，責任担当実習（stage　en　responsabilit6）として，一つの学級で教生が責任をもっ
て授業を行い学級運営をすることとなっている。他方では，第一年次後と第二年次後の夏
の休暇期間を利用しての，キャンプ，子ども会活動といった余暇活動に参加する実習，お
よび企業，行政機関，公共機関での実習が組織されており，原則として参加が求められて
いる。そして最後に，養成課程の総仕上げとして第三年次の第3学期には，その全期間（3ヵ
月）を通して，同じく責任担当実習が組まれている13）。
　教職に就く前に求められる学校現場での実地研究（訓練）として，学校外の社会教育面
での実習を含めて教育実習の拡大とその重視が図られている。この実習の重視が後に述べ
るような，以前までの試補制度の消失に影響を与えていると思われる。
　（3）教職能力および適性評価の手続き
　師範学校に入学を認められた教生は，試補公務員（fonctionnaire　stagiaire）として扱わ
れ，指定された俸給と手当を受給すると同時に，それに伴う職務上の権利と義務を有する
こととなる。懲戒制度については，訓告，戒告，他の師範学校への配転，停学（1年以内）
および退学の5種類がある。訓告と戒告については，師範学校長の提案にもとづき大学区
総長が行うが，配転，停学，退学については重要な効果をもつので，教育行政当局だけで
なく教諭代表も加わった「教諭に関する県人事同数委員会」（Commission　Administrative
Paritaire　D6partemental　des　instituteurs，　CAPD）（後述参照）への諮問を経て，師範学校
長の提案にもとづき大学区総長が行うこととなっている。また「能力不足」（insuffisance）
（養成課程中の成績が悪い）および「教職不適性」（ina加tude）を理由として師範学校からの退学処分
が存在している（師範学校の校則違反，職務慨怠による欠席の場合は先の懲戒罰の手続きとなる）。
　上級学年への進級の際の評価制度とあわせて，教職適格性の審査による進級，退学制度
について述べることにする。
　第一年次の終了時に，1年間の学習状況の総括をして，第2年次に進級するか又は留年
もしくは退学の判定が行われる。これを行うのは大学区視学官を委員長とし，当該県内の
師範学校長（1～2名），教員養成に関わる者として国民教育県視学官，師範学校教授，
教育カウンセラー（若干名）および教諭育成の経験をもつ公教育機関の職員（若干名）で
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構成される，いわゆる「学習課程評価委員会」である。評価委員会は，師範学校での養成
関係者により作成された成績一覧表を調べた上で，教職への適性および履修状況を検討す
る。これにもとづき，その結果を大学区総長に提出する。退学については更に，師範学校
教授会の意見を経て，学校長の提案にもとづき大学区総長が決定するという手続きがとら
れている14）。
　第三年次の第3学期に，就職前養成の最終段階として組まれている3ヵ月間の責任担当
実習の評価も，教職適格性を判断する上で極めて重要なものとなっている。この教育実習
には，管轄区内の国民教育県視学官および師範学校長により指名される少なくとも2名の
実習観察指導者が立ち会う。そして実習後に，国民教育県視学官（委員長）と師範学校教
授1名，公立学校教諭1名で構成する「学習委員会」が，教生一人ひとりについて，関係
者からの意見を集めて，実習の成績について多数決により決定を下す（視学官を除く2名
の委員のうち少なくとも1名は，当該教生の実習授業を観察していなければならない）。
委員会は「不可」の評価をすることもできる。この場合には，その決定に対する反論＝救
済措置をとることが求められ，また必要があれば，その評価をする以前に実習委員会は，
当該教生の，少なくとも連続2時間分の授業指導に臨席し，本人と面接を行うことになっ
ている。
　実習を終えた第三年次の最後には，先の「学習課程評価委員会」が最終的な結論を下す
ことになる。師範学校での学習状況・成績と，とりわけて第三年次第3学期の教育実習に
対する評価を総合的に検討し，最終評価を行う15）。この場合，留年ないし退学の決定も
ありうるが，いずれにせよその決定については「能力不足」，「不適性」の理由が具体的で
明確でなければならないことが厳しく求められている。不合理，不服な決定については，
当然その取消訴訟を行政裁判所に提訴することができる16）。このように教職適性を評価
する上では，専門家による指導と評価にもとづいて，合議制の下で慎重な考慮をもって行
われることが一つの特色といえる。
　こうして師範学校での課程を良好な成績で修了した教生は，その課程中に組まれている
大学一般教育の単位を修得していることから，高等教育の第1段階としての「大学一般教
育修了証」を取得するとともに，ただちに大学区視学官より「教諭免許状」（Dip16me　d’
Instituteur）を交付される。これらは形式的な手続きにすぎない17）。
　（4）正式任官制度〈図1参照〉
　正教諭としての採用＝任官制度も同様に大きく変化した。すなわち一般的には師範学校
を卒業する際に（6月）「教諭免許状」を取得し，そのことによって以前のような試補期
間を経ることなく，新学年度（9月）より正式任官されるのである。
　卒業者は，ただちに新学期より予定された県内の幼稚園，小学校の教諭職に就き教育活
動を行う。もし当該県に空きポストが無い場合には，同じ大学区の他の県に，それも不可
能であれば他の大学区の県に配属する措置がとられる。
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〔図1〕
師範学校入学者（外部・内部試験）の任用制度
定員枠の設定（各県ごと）
入学試験　　←一〈試験審査委員会〉
大臣
↑
大学区総長
　　↑
大学区視学官
第1年次入学，教生＝試補公務員
第2年次進学
評価
，〈学習課程評価委員会〉
」6’
第3年次進学
第3学期〈3ヶ月間〉　　　　〈実習委員会〉
　　　　　　　　　　評価
責任担当実習
評価
大学一般教育修了証DEUG
6月　　教諭免許状取得
交付
大学区視学官
9月　　配属・正式任官 大学区総長
　↑
大学区視学官
　ところで正教諭となるためには，すべての公務員に要請される一般的条件として，フラ
ンス国籍，市民権，職務の行使に対する肉体的適性などのことのほかに，教諭について特
別に必要とされる道徳性（moralit6）と非宗教的身分（合tat　laique）および教諭免許状の
所持が求められている。しかしこれらの条件は，師範学校への入学試験の際にチェックさ
れているので，正式任官の際の条件は，ただ教諭免許状の所持だけであるといえる18）。
　師範学校卒業期に教諭免許状を取得した者は，新学年度の，行政当局によって定められ
る日（date　administrative）より正式任官される19）。諸般の事情で免許状取得が遅れ，教
諭としてすでに勤務しつつ，新学年度の第1学期中（9月～12，月）に免許状を取得した者
も，前記新学年度の行政当局によって定められる日に遡って，正式任官される。また留年
あるいは休学によって，師範学校での在学期間が延長した者についても，教諭免許状取得
後の翌月の1日から，あるいは新学年度，新学期から正式任官されることとなっている20）。
　このように，もはや試補としての任用期問を経ることなく，教諭として求められる資格
としての教諭免許状を取得することによって，ただちに正教諭としての任官（いわゆる本採
用）されているのである。任命権者は，大学区総長である。国家公務員になるにあたって
は，正式任官されることと，常勤職に任命されることが必要である。この二つは法的には
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別のものであるが，事実上同時に行われる。なお，ちなみに1982－83年度において，公立
の初等教育機関ではたらく教諭の数は，297，940人（うち女性73．8％）その中で正教諭は
290，963人である21）。
　ところでフランスにおいては，人事に関しての民主的手続きを保障するための「人事同
数委員会」（CAP）が存在していることが一つの大きな特色といえる。同数委員会は，公
務員に対する個別人事問題，キャリアの管理についての諮問機関（採用，任官，昇進，人
事異動，懲戒等）であるが，行政当局代表委員と職員代表委員が同数比で構成され，関係
する人事問題について行政当局はその決定に際して，同数委員会の意見を尊重するという
立場がとられているところに特徴がある。教諭については，各県ごとに同数委員会（CAPD）
が置かれ，大学区視学官主宰の下に，教育行政代表10名，教諭代表10名（当該県の教諭が
2，800人以下の場合は5名ずつ）から成っている22）。教員組合は積極的に同数委員会の活
動に参加し，代表委員選出にも力を入れている。比例代表制なので各組合が候補者名簿を
作成し，選挙活動を行っている。教諭に関する県人事同数委員会の権限は，人事異動，懲
戒，昇進の3つに限られているが，これ以外の問題すべてについても諮問される権限を有
している。
　このように教員代表が委員席全体の半数を占める委員会の存在により，行政当局の恣意
性を排除し，教員の身分保障がなされていることは注目に値する。
おわりに
　以上述べてきたように，フランスでは師範学校卒業後の見習い勤務制度＝試補制度は，
今日では消滅している。それは以前の教諭資格としての初等教員免許状取得の試験：が，師
範学校卒業後に実施されていたのに対し，現在では卒業時に教諭免許状を取得することに
なっているからである。この背景には，一方で教育実習を含めた教員養成カリキュラムの
充実があると同時に，他方では，師範学校内での進級・卒業に際しての様々な委員会によ
る，慎重な能力・適性の評価制度が存在していることによると思われる。
　なお付言すれば，フランスでは現在，教員養成および採用のあり方をめぐって大きな改
革論議がまきおこっている。国民教育大臣の諮問委員会（ペレッティ委員長）は，1982年
2月に，教師教育に関する報告書を提出している23）。また1986年度からは，教諭とコレー
ジュの普通教育担当教授（PEGC）の養成を一本化し，養成年限をさらに1年延長し，4
年にすることが予定されている24）。したがって現在の任用制度もまた大きく変革される
ことが予想される。
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